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6. 自然災害・地図作成・資源探査部会報告（自然災害） 

 
6-1. はじめに 

自然災害領域では，風水害，地震，火山災害，大

規模山火事の 4 分野について検討を行った．これら

の 4 つの分野における問題は，いずれも，直接的に

人命や資産の損失に関わること，また，地球上の多

くの地域で発生することから，その優先度は極めて

高い．人類の福祉ならびに社会経済の双方の観点か

ら重要な課題である．これらのうち優先的に取り組

むべき分野は，状況に応じて変化する社会の要請に

応えられるように，かつ予想される被害の大きさと

防災・事後対策のためのコストを勘案し，柔軟に決

められる必要がある．また，今回の国際観測計画策

定(GEOSS)では，日本とアジアの国々との連携による

観測ネットワークの構築を目指すことも重要な課題

である．以上の視点から，自然災害の領域では，特

に，風水害と地震災害の 2 分野に優先度を置くこと

とした． 

 

1）風水害：近年の気候変動の顕在化から，アジア地

域では台風，サイクロンによる大規模洪水，また一

方で渇水による旱魃のために大きな社会経済的影響

を受け，その影響範囲も広い．このことから，自然

災害の領域では，まず風水害に対する取り組みが優

先される分野と考える． 

 

2）地震災害：アジア地域において大規模地震災害や

津波災害により多くの人命や資産が失われている．

特に，環太平洋の地震多発地帯や中央アジア地域な

どは，ひとたび発生したときに甚大な災害が発生す

る．このことから，地震災害に対する取組みも優先

される分野と考える． 

 

前者において，日本は，衛星観測技術，地上自動

観測ネットワーク技術の分野，ならびに風水害発生

予測モデル技術の分野での貢献が期待できる．後者

においては，これまでの地震災害の経験に基づく高

精細な発生予測観測ネットワーク技術の分野におい

て，また 基礎的な地球科学技術分野において貢献が

期待できる．さらに，両者において，衛星通信技術

による災害情報通信の高速化や情報共有化など，高

度情報技術の分野でも貢献が期待できる．なお，報

告書の作成においては， 

I. 風水害分野 
II. 地震災害分野 
III. 火山災害分野 
IV. 大規模火災分野 
としてまとめ，さらに，自然災害分野に共通する考

え方を 

V. 自然災害分野における地球観測のあり方（総論） 
としてまとめた．また，分野ごとの課題優先度を作

成した． 

6-2. 風水害分野 

風水害に関する地球観測の課題については，次の

3 つに分類して，観測ニーズ，現状，問題点と課題

（ギャップ），具体的な取り組み，重点化の視点など

を考える． 

 

○ 異常気象現象の探知 

○ 風水害の被災状況把握 

○ 風水害の予測と被害防止・軽減策 

 

6-2-1. 災害素因把握の現状 

風水害は，極端な気象・海象現象，すなわち，強

風，竜巻，豪雨，低気圧による潮位の上昇などが原

因となって生起するものであって，洪水，山腹崩壊，

土砂流出，土石流，高波・高潮などによって，多く

の人命や資産が失われ，農林業をはじめ種々の生産

の場に被害を与える．特に，大規模な風水害を広域

にわたってもたらす台風（サイクロン，ハリケーン）

は，東南アジアから北東アジア，南アジア，カリブ

海沿岸などにおいて大きな脅威となっている． 

気象・海象の定常監視によるこうした異常気象現

象（極端事象）の探知が重要であるとともに，河川

の水位・流量などの水文観測，海岸・海洋の波浪と

いった観測を複合的に行う観測網等が望まれる．地

上観測網の充実と，それを補完する人工衛星や航空

機からの地球観測・地域観測により，風水害による

被災状況の把握，予測，被害防止・軽減策を的確に

行うことが可能になる． 

 

6-2-2. 気象関係の定常的観測システムの現状等 

アジア地域を含む世界の気象観測網は，世界気象

機関（WMO）による全球観測システム（GOS）により

展開されている．これらの観測システムは，全球の

大気・海洋状態を統一基準，高品質で観測し，気象

解析・予測及び災害防止のための警報などを作成す

ることを目的としている．データのほとんどは，指

定されたフォーマットで全球通信システム（GTS）を

通じて，世界 185 の関係機関間においてリアルタイ

ムに共有されている． 

GOS においては，地上での降水量観測のほか，気

温，気圧，風，水蒸気量等の地上・海上鉛直プロフ

ァイル観測データを提供している．一方こうした観

測とともに，衛星を使ってこれらの観測データや海

面の波浪データを全球的に取得することが新たなニ

ーズとなっている．WMO では，衛星の利用のさらな

る推進を目指して「WMO 宇宙計画」を立ち上げてい

る． 

WMO は，気象データのみならず，河川流量などの

水文観測データの収集と配信についても国際協力事

業を1993年から進めている．これは，世界水循環観

測システム（WHYCOS）と呼ばれるもので世界銀行の
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協力を得て，水文および気象データを，衛星を介し

て世界各国の関係機関等の間において準リアルタイ

ムで収集・配信しようとするものである．また，WMO

等の支援を得て，全球流出データセンター（GRDC）

が全世界の水文観測データを収集，配信している．

これはリアルタイムの防災と言うよりも，世界多河

川多地点の長期時系列データを防災に活用できると

いう観点から，地球観測データをGRDCのような組織

に集積して防災に役立つデータセンターとして機能

を拡充していくことが必要である． 

これらのシステムの現状における課題のひとつと

しては，途上国や紛争国の観測データが十分かつ安

定的に得られていないことである．気象・水文観測

の重要性は認識されているものの，財政的理由や人

材育成の不十分さから，定常的な観測地点が減少傾

向にあり，風水害の監視，状況把握といった観点か

らも重要な課題である． 

国内においては，気象庁では（1）地上気象観測網，

（2）高層気象観測網を日本全域に展開している．す

なわち，行政目的にかなう，我が国に災害をもたら

す気象の監視及び数値予報の初期値作成に利用しこ

れらの観測データや数値予報結果をもとに注意報等

の各種防災気象情報の作成・提供を行っている．気

温，降水量などの気象要素について，地上における

観測網を全国約1300カ所（このうち，降水量以外は，

気温・風向風速・日照時間 840 地点，積雪 210 点，

気圧・相対湿度 160 カ所）で実施している．また，

（3）静止気象衛星観測により，東アジア全域，オセ

アニアを対象として，赤道上の静止気象衛星から，

可視・赤外センサを用いて地球上の雲の状態などを

観測している．台風による高潮・高波，地震による

津波などについては，全国 88 カ所（沿岸波浪 11 地

点，潮位 78 地点）において（4）沿岸波浪観測を行

っている． 

 

6-2-3. 人工衛星による風水害の監視・観測 

気象観測，特に雨雲や降水に関する観測は，洪水

災害や土砂災害の予測に重要であり，人工衛星によ

る観測が有効に利用されている．静止気象衛星によ

る雲分布の連続画像により，台風（ハリケーン，サ

イクロン）や雨域の移動を把握する事が可能であり，

種々の水害の防止・軽減に大きく貢献している．ま

た，1997年に開始された日米協力による熱帯降雨観

測ミッション（TRMM）が，降雨の構造・特性の 3 次

元情報の提供に飛躍的向上をもたらした．こうした

情報を気象レーダや降水量観測網と組み合わせるこ

とで，降雨の定量的監視能力や予測精度の向上に結

びつける努力が必要である．また，土地利用・被覆，

地形・地質，地表面・土壌水分などが，降水流出の

解析予測のための水文学モデルの物理パラメータを

与える貴重な情報を提供している． 

豪雨・洪水災害の際には，雲の存在が衛星からの

地表面観測を妨げる．また，災害は，昼夜を問わず

発生する．こうした観点から，雲を透過し，夜間で

も観測できる合成開口レーダ（SAR）のようなセンサ

が有用である． 

 

6-2-4. 今後の地球観測項目（解決すべき今後 10 年

間の重点問題） 

(1)異常気象現象の探知―観測網の高度化 

 気象水文の地上観測が弱体化する傾向にある．途

上国においては，これらの観測よりも経済成長，国

土開発，人口問題などへの対処が重要であり，観測

に対する投資が十分になされていない状況にある．

観測システムの維持更新，新技術の導入のためには，

人材育成も極めて重要である．また，人工衛星によ

る観測も必ずしも十分とは言えない． 

 こうした現状の把握とそれを補うための観測網整

備計画を，当初 2 年ぐらいで行い，それと並行して

人材育成プログラムを実施するとともに，6 年，10

年といった中長期の計画を実施して，観測施設の復

活・新設等の事業の逐次着実な展開を図ることが肝

要である．具体的な取り組みとして，以下のような

項目が挙げられる． 

○運輸多目的衛星による日本・東アジア・西太平洋

域を中心とする気象衛星観測の実施 

○極軌道気象衛星リアルタイムデータの国際交換実

施 

○東アジア・北半球西太平洋諸国の地上・海上観測

ネットワークの充実 

○アジア・オーストラリアモンスーン全域での観測

協力・連携体制の構築 

○CEOPなどの経験，蓄積を生かしたデータの共通化，

共有化 

○TRMM後継機（GPMなど）の早期実現 

○アジア地域レーダ拠点観測と既存レーダデータの

国際交換および有効利用と日本の気象レーダのド

ップラーレーダ化 

○GPS 水蒸気稠密観測データの国際交換および有効

利用 

○航空機自動観測データの交換および利用を促進 

○アジア地域気候・水循環観測データセンターの設

立 

○気象予測モデルとデータ同化システムの高度化 

 

(2)風水害の被災状況把握---自然災害頻発地域にお

ける重点観測 

 自然災害は毎年どこかで必ず発生しており，頻発

地域をターゲットとして既存の衛星，地上観測によ

り，観測や情報の共有が可能である．当面すぐに実

施しうる観測計画として，既存のシステム利用によ

る集中自然災害監視プロジェクトのようなものを開

始できないであろうか．また，中期（今後 6 年間）

の災害関連人工衛星ミッションとして，ALOSの本格

運用とその応用がある．世界各地で生起する災害に

ついてJAXA-ALOS が主導的に観測情報収集・発信が

できるはずであり，それを風水害の被災状況把握へ

の応用を検討するプロジェクトが必要になる．具体
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的な取り組みとして，以下のような項目が挙げられ

る． 

○河川水位，流量に関する地上観測の推進 

○衛星データの水管理指標への翻訳システムの確立

に向けた，技術開発の推進 

○既往の水管理システム，流出モデルとの結合 

○国際洪水ネットワーク（IFNet）グローバルフラッ

ドアラートシステム（GFAS） 

○陸域観測技術衛星（ALOS）の早期運用 

 

(3)風水害の予測と被害防止・軽減策―地球観測デー

タと予測・対策技術の統合化 

風水害の要因となる気象現象，水文現象を予測し，

防災対策を事前にあるいは即時的に行う場合に，そ

れらの現象を的確に記述したコンピュータモデルに

よるシミュレーション技術が重要である．その際，

地形，土地利用・土地被覆，人口・資産分布などの

地理情報が必要である．すなわち，現象のモデリン

グ技術と，気象・水文観測データ，種々の地理情報

の統合化により，風水害の予測（計画予知とリアル

タイム予知）ができるとともに，被害防止・軽減の

ための対策を効果的に行うことができるようになる． 

 特に，アジアの途上国においては，地上観測シス

テムの整備，各種地図・主題図などの地理情報の更

新が不十分であり，地球観測データの有用性と必要

性は極めて高い．具体的な取り組みとして，以下の

ような項目が挙げられる． 

○モデリング技術の開発 

○予警報・防災情報伝達システムの開発 

○ハザードマップの作成 

○既往の水管理システム，流出モデルとの結合 

○国際洪水ネットワーク（IFNet）のグローバルフラ

ッドアラートシステム（GFAS） 

○陸域観測技術衛星（ALOS）の早期運用 

○災害関連衛星計画の推進（今後10年間） 

 総合地球観測戦略（IGOS）の地質学・地球科学的

災害（Geohazards）テーマを推進する．ただし，風

水災害関連は今のところ含まれていないので，IGOS

の水循環テーマとも連携して豪雨・台風・洪水など

の極端事象に関する観測・研究を推進する． 

 TRMMのフォローアップ及びその後継である全球降

雨観測計画（GPM）により複数の衛星観測により3時

間毎に全球降雨マップを準リアルタイムで作成し，

豪雨及び関連災害の監視・予測・軽減のための研究

を実施する． 

 陸域観測技術衛星（ALOS）は，自然災害監視，地

図作成，資源探査，地域観測を 4 大目的とするミッ

ションであり，特に，自然災害監視における機動的

な観測体制，災害状況の即時的データ配信などの実

行可能性を集中的に検討する． 

○国際洪水ネットワークと地球洪水警報システム

（今後10年間） 

 2003年8月から活動を開始した国際洪水ネットワ

ーク（IFNet）の目的は，洪水を管理し，洪水がもた

らす人命の損失及び資産被害を減少させるための対

策を調整し，効果を改善することにより，貧困の悪

循環を断ち切ること，途上国が持続可能な開発を実

現することを支援し，経済的安定に寄与することで

ある．世界気象機関(WMO)，アジア開発銀行（ADB）

の国際機関を始め洪水に関係する施策やプログラム

を有するその他さまざまな機関との個人（2003年末

現在257機関と個人）が参加している． 

 地球洪水警報システム（GFAS）は，洪水被害緩和

のため，国土交通省及び宇宙航空研究開発機構

（JAXA），国際建設技術協会が協力し，IFNetを利用

したプロジェクトの一つである．このシステムでは，

JAXA及び米国航空宇宙局(NASA)が構想中の全球降雨

観測計画（GPM）を含む地球観測衛星のデータ提供を

受け，世界の河川の流域雨量をリアルタイムでデー

タ収集し洪水発生予測を自動的に行うシステムを開

発する．このシステムにより，特にテレメータ雨量

観測網を持たない途上国の洪水警報を支援すること

を目指している．その構想は，今のところ下記のよ

うになっている． 

 

①衛星による降雨観測 

GPM 主衛星及び副衛星群による観測データが地上

局に送信され，データ処理システムにかけられたの

ち，全世界の 3 時間毎の降水マップ（準リアルタイ

ムデータ）が作成される．この地球全体の降水分布

データはインターネットを通じて公開される． 

 

②確率雨量の算定と観測雨量 

世界には，熱帯雨林地帯から温帯モンスーン地帯，

亜乾燥地帯と様々な気候があり，地形・植性も多様

であるため，どの程度の雨が降れば洪水になるかは，

それぞれの地域によって異なる．しかし，確率で雨

量を評価することにより，警報を出す基準雨量を算

出することが可能である． 

GFASの第一段階では，世界の確率雨量を算出する．

この計算には，流域毎の継続的な雨量データが必要

となる．過去のデータは各国の気象機関でストック

されており，もし継続的なデータがない場合は，精

度は低いが既に熱帯雨量観測のデータが約 5 年分存

在するので，どの国においても対応可能である． 

第二段階では，各国の気象機関にアンケート調査

を実施し（気象庁やWMOと協力して行う予定），警報

対象流域，対象流域毎の基準雨量確率を決定する．

第三段階においいては JAXA から配信される衛星雨

量データを自動的に確率評価し，関係機関にインタ

ーネットを通じて警報を出すシステムを構築するこ

とである．今現在GFASのパイロット事業を展開すべ

くパイロット事業地域の選定中である． 

 

6-3. 地震災害分野 

6-3-1. 災害素因把握の現状 

地震災害においては，発生地域，人口密集度，建

物強度等様々な要素が複雑に絡んで災害規模が決定
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される．例えば，中東での地震では，建物の強度が

低いため，その崩壊による被災が常に課題となって

いる． 

自然災害の素因の把握においては，基本的には観

測を展開する地域の地形，地質，地盤特性，社会特

性等を事前に評価した上で，特に途上国での観測網

については，地震・火山・気象といった観測を複合

的に行う観測網等が望まれる． 

 

6-3-2. 地震・津波現象の把握とデータ交換 

国内では，全国地震活動監視のための観測につい

ては，気象庁が，地震の震源要素（緯度・経度・深

さ・規模（マグニチュード））決定のため全国約180

カ所で「地震観測」を，また震度（地震による揺れ

の大きさ）については全国約 600 カ所で震度観測を

実施している．これは，我が国に災害をもたらす地

震を24時間監視し，これらの観測データや処理結果

にもとづく各種防災情報の作成・提供は、防災行政

上の施策に活かされるとともに，地震の活動評価等，

地震調査研究の推進にも利用している． 

（独）防災科学技術研究所では，強震観測網

（K-NET）による強震動観測（被害をおこすような強

い地震動の観測）を，全国に約25 kmの間隔で約1000

カ所に建設した強震動観測施設及び観測データの収

録発信システムによりおこなっており，その成果は

耐震工学に関する研究や日本列島の地震被害のリス

ク評価などに利用されている．また，同研究所では，

全国的に約20kmの間隔で約700カ所(2003年 3月末

現在)に建設した観測施設において高感度地震観測

網（Hi-net）と基盤強震観測網（KiK-net）の両方を

展開し，地震観測施設及びデータ収集（気象庁と共

同），発信システムを設置している．このうち，Hi-net

は，微小地震観測，人体に感じない非常に微弱な地

震動をも検知し観測するもので，観測データは24時

間連続的に防災科学技術研究所に収集され，自動的

に震源パラメータを特定して地震活動を調べ，リア

ルタイムに気象庁や大学にも伝送され，気象庁では，

大学等の観測データも含め，波形検測と震源決定を

行い，気象庁が発表する各種防災情報に活用すると

ともに，地震調査研究推進本部へ本邦及び周辺の地

震活動評価のための資料を提供している等，常時監

視や教育・学術研究に役立てられている．また，

KiK-netは，強震動観測施設であり，K-NET同様，耐

震工学に関する研究や日本列島の地震被害のリスク

評価等に利用されている．さらに，広帯域地震観測

網（F-net）は，広帯域地震計（ゆっくりとした地震

動なども正確にとらえる地震計）で構成される全国

70カ所で実施されている観測網であって，遠く離れ

た震源から伝わってくるゆっくりとした揺れも検知

可能である．観測データは，24時間連続的に防災科

学技術研究所に収集され，地震断層が破壊する過程

や，地球内部の構造に関する研究などに利用されて

いる． 

国内においては，東海・関東地域を重点的に対象

とする観測網も展開されている．気象庁では，東海

地震予知のため，東海地域で地殻変動の観測（歪計

19カ所，傾斜計1カ所）及び地震活動の観測（地震

計，ケーブル式海底地震計一式（4点））を行ってい

る．また，観測強化地域に指定されている南関東を

対象として，地殻変動観測（歪計15カ所）及び地震

活動の観測が強化されている（地震計，ケーブル式

海底地震計一式（4 点））．防災科学技術研究所にお

いても，関東・東海観測網として，関東・東海地域

で地震活動や地殻変動の観測を68観測施設（地震計

56 カ所，傾斜計 42 カ所，歪み計 9 カ所）で実施し

ている． 

東アジアから南アジア，オセアニアにわたって，

日本，韓国，中国，パキスタン，インド，タイ，ベ

トナム，インドネシア，オーストラリア，ニュージ

ーランド，フィジー，トンガの関係機関が参加して，

国際地震観測網（International Seismic Network）

が展開されている．スーパープルームとプレート移

動及び地震との関係を解明するための広帯域地震計

観測網であって，インターネットを介してデータを

共有することになっている． 

世界各地にて発生する地震については，IRIS(地震

学研究所連合)が全球的に地震観測網を展開してお

り，この観測網にて観測された地震情報の提供をイ

ンターネット等によって行っている． 

 津波については，太平洋を取り巻く沿岸の北米，

南米，アジア，オセアニアの諸国及び太平洋域の各

国等（オーストラリア， チリ，カナダ，中国，コロ

ンビア，クック諸島，コスタリカ，韓国，エクアド

ル，エルサルバドル，フィジー，フランス，グァテ

マラ，インドネシア，日本，メキシコ，ニュージー

ランド，ニカラグア，ペルー，北朝鮮，フィリピン，

ロシア，サモア，シンガポール，タイ，アメリカ）

が，太平洋津波組織を構成し，津波災害の軽減に取

り組んでおり，国際津波情報センター（ホノルル）

において津波観測・監視，情報発表を行っている． 

気象庁は，日本海で発生する地震に対する津波予

測等の情報を沿岸各国に提供する業務をすでに開始

しているが，2005年からはさらに，北西太平洋域で

発生する地震に対する沿岸各国への情報提供業務を

開始することとしている． 

 

6-3-3．人工衛星による自然災害監視・観測（地震災

害・火山災害共通項） 

人工衛星を利用した全球測位システム（GPS）が，

地殻変動などの地表面の変化を精度よくとらえるこ

とができるので，上述の地上観測ネットワークとと

もに地震・火山活動に関する貴重な情報を提供して

いる． 

災害生起の突発性と，人工衛星による観測のタイ

ミング・頻度（時間分解能），画像の粗さ（空間分解

能），対象とする事象に適切な周波数（スペクトル分

解能）とが一致しないことがあり，人工衛星観測の

広域性，経済性，踏査不可能地帯の可観測性といっ
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たメリットが災害監視・予測・管理に十分活かされ

ていないということが現状の問題である． 

 

6-3-4. 今後の地球観測項目（解決すべき今後 10 年

間の重点問題） 

○恒常的監視体制の構築（事前の措置） 

 地震・津波による被害を軽減するためには，陸域

と海域からの観測を強化（地震計・GPS津波計など）

により，観測空白域のない均一な定常的・長期的観

測網を整備・運営し，その発生メカニズムの解明に

努めるとともに，観測成果及びそれに基づく防災情

報を住民に速報する体制の構築が重要である． 

 

○防災活動の支援に資する被害推定予測等の情報共

有体制の構築（事前の措置） 

 災害発生前からの地震による強震動・津波被害予

測のみならず，地震発生直後からの地震動予測，地

震被害推定，津波到達予測などによる被害推定等を

行い，これを情報共有・利用する体制を構築し，防

災初動体制の立ち上げ等の支援を行うことが重要で

ある 

 

○発災時の緊急情報収集と情報伝達 

 災害対策の情報は，災害の各フェイズで異なり，

必要な情報が適時に的確に災害の対応部署や被災者

に届けられることが被害軽減に必要不可欠である．

例えば，大災害発生後10時間をピークに災害発生か

ら 4 日間は，救命・救助（人命救助）のために被害

状況に関する情報が必要である．また，3 日をピー

クに10時間から1ヶ月は，避難所の開設，疎開など

の社会フローを復活させる活動（物資補給，災害復

旧）のために道路状況などの詳細状況が必要となる． 

 被害軽減に特に重要な 10 時間をピークとする災

害初期情報の収集・伝達は災害規模に比例して困難

となるが，これを打開する災害監視・情報伝達シス

テムの確立が必要である．リモートセンシングは広

域の情報収集能力が高く，災害規模が大きく被災地

が広範囲に及んでいる場合は，現地へのアクセスが

不可能な場合の情報収集に適している． 

 災害初期情報の収集は時間的制約が厳しい上に，

リモートセンシングデータに現れる災害状況を示す

シグナルが地震，火山噴火，水害，土砂災害と災害

ごとに異なることもあり，確度の高い情報を短時間

のうちに発信するには，リモートセンシング技術の

高度化と災害研究の専門家による必要情報の抽出・

判定・評価が必要不可欠となる． 

 この判定・評価に際し，地震計ネットワーク等の

リアルタイムの観測情報と，例えば，地滑り予測図

や過去の衛星データなどの事前の災害評価情報を参

照して，短時間のうちにダブルチェックを行うこと

により情報の確度を高めることも必要である． 

 

○究極的な衛星による災害監視・観測システム（長

期的な問題） 

 災害生起の突発性と，人工衛星による地球観測の

時間分解能，空間分解能，スペクトル分解能とを一

致させ，人工衛星観測の広域性，経済性，踏査不可

能地帯の可観測性といったメリットを災害監視・予

測・管理に十分に活かそうとすることにより，理想

的・究極的には，高分解能の静止・軌道衛星の実現

が推進され，それに多様なセンサが搭載できること

が望ましい． 

 

○災害関連衛星計画の推進（事前，発災時，復興に

おける問題） 

 総合地球観測戦略（IGOS）の地球災害（Geohazards）

テーマを推進する．陸域観測技術衛星（ALOS）は，

自然災害監視，地図作成，資源探査，地域観測を 4

大目的とするミッションであり，特に，機動的な観

測体制，災害状況の即時的データ配信など，衛星に

よる自然災害監視・管理の理想的な姿を描いている．

このような理想を実現化し，それを推進，発展させ

ていくことがきわめて重要である．防災課題におけ

る国際貢献が，我が国ならではの最優先課題の一つ

として位置づけ，積極的な展開を図る． 

 

○アジアを中心とする陸域災害監視ネットワークシ

ステム（事前，発災時，復興における問題） 

 近年アジア各国は，日本の製造業の進出，食料の

供給元等で重要度が増加している．これらの国では，

経済発展により首都を中心とする過度の人口集中や

山間部等の災害に対して比較的脆弱な地域について

も開発が進み，前述の自然災害に対する対策が以前

にも増して重要になってきている．気象や津波など

アジア，環太平洋地域への予報・現況通報システム

はあるが，陸域災害の被災状況を監視・発信するシ

ステムはなく，システムの構築によってアジア各国

の安定に貢献でき，ひいては日本の安全に帰結する． 

 

6-4. 火山災害分野 

6-4-1. 災害素因把握の現状 

 火山災害においては，発生地域，人口密集度，建

物強度等様々な要素が複雑に絡んで災害規模が決定

される．例えば，火山噴火においては，火山そのも

のが観光地であることや噴火の性質（例えば爆発型，

溶岩流出型）によって被災の性格がことなる． 

 自然災害の素因の把握においては，基本的には観

測を展開する地域の地形，地質，地盤特性，社会特

性等を事前に評価した上で，特に途上国での観測網

については，地震・火山・気象といった観測を複合

的に行う観測網等が望まれる． 

 

6-4-2. 火山現象把握とデータ交換 

 気象庁では，火山活動の監視のため，活動の活発

な25の火山において，震動，地殻変動等の観測を行

い，行政目的にかなう火山活動の監視及びこれらの

観測データや処理結果をもとに火山情報の作成・提

供を行っている． 
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防災科学技術研究所においては，火山噴火予知研

究のため，硫黄島，伊豆大島，富士山，三宅島，那

須山において地震，地殻活動等の観測を行っている．

また大学等においても，それぞれの研究目的に応じ

て，有珠山をはじめ，岩手山，浅間山，伊豆大島，

阿蘇山，霧島山，桜島等において震動等の各種観測

などを実施している． 

さらに今後，火山観測研究の強化を掲げた第 7 次

火山噴火予知計画において，火山監視観測の一層の

強化を進めるとともに，火山噴火予知の高度化を目

指した基礎研究の推進を含む各種の実験観測を実施

することとしている． 

すなわち以下の項目は，火山噴火予知の観点から

の中期ニーズといえよう． 

 

(1)火山活動を把握するための観測の強化 

○ 必要に応じ関係機関の協力を得ながら，火山監

視・情報センター（気象庁）における監視観測体

制を強化． 

○ 電子基準点及び必要に応じて設置する GPS 観測

点を活用して活火山及びその周辺での地殻変動

をリアルタイムで監視 

○ 南方諸島及び南西諸島の海域火山について，航空

機による定期巡回監視を引き続き行う．海域火山

の活動が活発化した場合には，航空機や無人観測

船等による機動的観測を実施． 

 

(2)実験観測の推進 

○ 噴火の準備過程や火山流体の移動・蓄積に伴う現

象の発生過程の解明などの「基礎研究の推進」に

対応するため，高精度の多項目総合観測の整備を

引き続き行い，各種の実験観測を実施． 

○ 火山体の構造や火山活動状況の定量的な把握及

び噴火ポテンシャル評価のため，小型，軽量な可

搬型記録機器の開発を行い，計画的に集中総合観

測や共同観測を実施．さらに，集中総合観測と連

携した長期間の緻密自然地震観測により，火山体

深部構造を把握． 

国際ネットワークとしては，火山灰情報センター

（VAAC）が，世界に 9 カ所あり，航空機の航路上に

浮遊する火山灰の監視にあたっている．火山の噴火

によって上空に噴き上げられ浮遊する火山灰から，

航空機の安全運行を確保するため，領域の火山灰の

実況や予測を含んだ航空路火山灰情報を発表し各航

空関係機関に提供している．東京の他，ロンドン（イ

ギリス），ツールーズ（フランス），アンカレッジ（ア

メリカ），ワシントン（アメリカ），モントリオール

（カナダ），ダーウィン（オーストラリア），ウェリ

ントン（ニュージーランド），ブエノスアイレス（ア

ルゼンチン）にVAACがある． 

 

 二国間協力としては，例えば，我が国(JICA)とフ

ィリピン国との間で地震・火山観測網計画が実施さ

れた．フィリピンは，環太平洋地震・火山帯に位置

しており，列島には多くの活断層が形成されている

ため頻繁に火山の噴火や地震が発生し，建設物の倒

壊や津波によって，大きな被害をうけることも少な

くない．フィリピン火山地震研究所（PHIVOLCOS）は，

地震計を設置した全国35カ所で，日々，地震や火山

活動の監視・観測活動にあたっているが，地震観測

所の絶対数が少なく，高感度の地震計を保有してい

ないこと，さらに観測機器の多くが老朽化している

ことから，地震の検知能力はきわめて低い状態にお

かれていた．また，観測データの収集・処理・解析

システムが未整備のため地震情報の有効な活用がで

きない状況にあった． 

 JICAによれば，我が国の無償資金協力として，フ

ィリピン周辺で発生する地震活動の把握やデータの

分析の改善を目的として PHIVOLCOS 本部，既設の地

震観測所，火山観測所 34 カ所を対象に機材の更新，

データ解析システムの整備が行われ，これによって

同国の地震火山活動の監視能力は著しく進展したと

している． 

 

6-4-3. 人工衛星による自然災害監視・観測（地震災

害・火山災害共通項） 

人工衛星を利用した全球測位システム（GPS）が，

地殻変動などの地表面の変化を精度よくとらえるこ

とができるので，上述の地上観測ネットワークとと

もに地震・火山活動に関する貴重な情報を提供して

いる．世界に 9 カ所ある火山灰情報センターによる

国際航空路の安全監視のためにも，人工衛星による

火山灰雲の観測データが用いられている． 

 災害生起の突発性と，人工衛星による観測のタイ

ミング・頻度（時間分解能），画像の粗さ（空間分解

能），対象とする事象に適切な周波数（スペクトル分

解能）とが一致しないことがあり，人工衛星観測の

広域性，経済性，踏査不可能地帯の可観測性といっ

たメリットが災害監視・予測・管理に十分活かされ

ていないということが現状の問題である． 

 

6-4-4. 今後の地球観測項目（解決すべき今後 10 年

間の重点問題，地震災害・火山災害共通） 

 

○恒常的監視体制の構築（事前の措置） 

 火山による被害を軽減するためには，観測を強化

（地震計・GPS など）により，観測空白域のない均

一な定常的・長期的観測網を整備・運営し，噴火メ

カニズムの解明に努めるとともに，観測成果及びそ

れに基づく防災情報を住民に速報する体制の構築が

重要である． 

 

○防災活動の支援に係わる被害推定予測等の情報共

有体制の構築（事前の措置） 

 災害発生前からの火山噴火による各種被害予測の

みならず，火山噴火直後からの火山灰，溶岩流，火

砕流などによる被害推定等を行い，これを情報共

有・利用する体制を構築し，防災初動体制の立ち上
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げ等の支援を行うことが重要である 

 

○発災時の緊急情報収集と情報伝達 

 災害対策の情報は，災害の各フェイズで異なり，

必要な情報が適時に的確に災害の対応部署や被災者

に届けられることが被害軽減に必要不可欠である．

例えば，大災害発生後10時間をピークに災害発生か

ら 4 日間は，救命・救助（人命救助）のために被害

状況に関する情報が必要である．また，3 日をピー

クに10時間から1ヶ月は，避難所の開設，疎開など

の社会フローを復活させる活動（物資補給，災害復

旧）のために道路状況などの詳細状況が必要となる． 

 被害軽減に特に重要な 10 時間をピークとする災

害初期情報の収集・伝達は災害規模に比例して困難

となるが，これを打開する災害監視・情報伝達シス

テムの確立が必要である．リモートセンシングは広

域の情報収集能力が高く，災害規模が大きく被災地

が広範囲に及んでいる場合は，現地へのアクセスが

不可能な場合の情報収集に適している． 

 災害初期情報の収集は時間的制約が厳しい上に，

リモートセンシングデータに現れる災害状況を示す

シグナルが地震，火山噴火，水害，土砂災害と災害

ごとに異なることもあり，確度の高い情報を短時間

のうちに発信するには，リモートセンシング技術の

高度化と災害研究の専門家による必要情報の抽出・

判定・評価が必要不可欠となる． 

 この判定・評価に際し，地震計ネットワーク等の

リアルタイムの観測情報と，例えば地滑り予測図や

過去の衛星データなどの事前災害評価情報を参照し

て，短時間のうちにダブルチェックを行うことによ

り情報の確度を高めることも必要である． 

 

○究極的な衛星による災害監視・観測システム（長

期的な問題） 

 災害生起の突発性と，人工衛星による地球観測の

時間分解能，空間分解能，スペクトル分解能とを一

致させ，人工衛星観測の広域性，経済性，踏査不可

能地帯の可観測性といったメリットを災害監視・予

測・管理に十分に活かそうとすることにより，理想

的・究極的には，高分解能の静止・軌道衛星の実現

が推進され，それに多様なセンサが搭載できること

が望ましい． 

 

 ○災害関連衛星計画の推進（事前，発災時，復興

における問題） 

 総合地球観測戦略（IGOS）の地球災害（Geohazards）

テーマを推進する．ALOSは，自然災害監視，地図作

成，資源探査，地域観測を 4 大目的とするミッショ

ンであり，特に，機動的な観測体制，災害状況の即

時的データ配信など，衛星による自然災害監視・管

理の理想的な姿を描いている．このような理想を実

現化し，それを推進，発展させていくことがきわめ

て重要である．防災課題における国際貢献が，我が

国ならではの最優先課題の一つとして位置づけ，積

極的な展開を図る． 

 

○アジアを中心とする陸域災害監視ネットワークシ

ステム（事前，発災時，復興における問題） 

 近年アジア各国は，日本の製造業の進出，食料の

供給元等で重要度が増加している．これらの国では，

経済発展により首都を中心とする過度の人口集中や

山間部等の災害に対して比較的脆弱な地域について

も開発が進み，前述の自然災害に対する対策が以前

にも増して重要になってきている．気象や津波など

アジア，環太平洋地域への予報・現況通報システム

はあるが，陸域災害の被災状況を監視・発信するシ

ステムはなく，システムの構築によってアジア各国

の安定に貢献でき，ひいては日本の安全に帰結する． 

 

6-5. 大規模火災分野 

全世界の森林・灌木地帯・草原で発生する火災は，

年間に約 351 万 ha (2000 年)を焼損している．米国

では1件の火災で，116,600ha (1999年)が焼損した

例がある．森林火災は人命や資産を奪い，経済を混

乱させ，放出ガスによって地域的あるいは世界的に

大気の組成を変え，気候変化を生じさせる恐れがあ

る．日本では森林火災よって年間に 1,009ha (1999

年)が焼損している．焼損面積が大きい近年の森林火

災では，1 件の火災で 133ha(2000 年)が焼損してい

る．日本は，森林火災の規模が小さいため，焼損に

よる直接的被害が社会経済に及ぼす影響は少ないが，

2000年5月にシベリアで発生した森林火災のガスが

北日本に流れ込んだ例などのように，国境を越えた

被害が予想される．また，1997年～1998年にインド

ネシアで発生した大規模な森林火災に伴って，多量

の煙霧が国境を越え，近隣のマレーシアやシンガポ

ール，フィリピン南部まで及び，人々の健康被害や

産業活動への影響等が国際的な問題となった．大規

模火災分野の観測は，将来予想される我が国を含め

た国境を越えた国際的な被害軽減に貢献できると考

えられる．特に，日本とインドネシア政府の呼びか

けで，「持続可能な開発に関する世界首脳会議

（WSSD）」で 2002 年に発足したアジア森林パートナ

ーシップ（AFP）でも，森林火災予防が違法伐採，荒

廃地の回復とともに主要な活動目的とされている． 

 

6-5-1. 災害素因把握の現状 

森林火災発生の第一要件は，容易に着火する可燃

バイオマスの存在である．灌木，枯枝，落葉，枯草，

泥炭などが，落雷や人為的行動によって着火して，

火災が発生する．火災の拡大は，湿度や風速などの

気象条件に大きく影響され，これに地形効果が相乗

して延焼速度と方向が定まる． 

森林火災を低減するための情報として，被災前に

被災のポテンシャルを把握するために，1）可燃バイ

オマスの賦存量と状態，2）落雷などによる着火の可

能性，を得る必要がある．火災発生後は，初期消火

または効率的な消火活動・防災対策のために，3）火



 100

災の検出と状況把握，4）延焼予測のための情報，5）

火災が発生している地域の人口・資産・インフラ等

の情報，が必要となる．これらの情報の収集とその

処理および現地対策機関への情報伝達のシステム化

は，恒常的に大規模森林火災に見舞われている米国

で進んでいる． 

 

6-5-2. 森林火災に必要な情報および観測システム

の現状 

森林火災に対する情報収集は広域にわたるため，

人工衛星による監視・観測が多用されている．ここ

では，原則として人工衛星以外の観測システムを述

べる． 

 

(1)可燃バイオマス 

 可燃バイオマスの賦存量は，前回の森林火災から

の経過年月または現地地上調査によって算定される．

米国，カナダ等では，林床の可燃バイオマスが蓄積

した森林に対して，所定の火入れを行い，立木を生

かした状態で可燃バイオマスを除去している．火災

ポテンシャルの重要な要素となる可燃バイオマスの

乾湿状況は，気象データを用いて算定される． 

 

(2)落雷などによる着火 

 着火の原因は，落雷，放火や，焚き火，タバコ，

焼き畑のための火入れ，プランテーション開墾のた

めの火入れ等の失火があげられる．地中海沿岸地域

での火災の原因の 1－5％は落雷によるものであり，

他のほとんどが人為的な失火である．気象情報を用

いて予測できるのは落雷のみで，人為的な失火の直

前予測は困難である． 

 

(3)火災の検知と状況把握 

 主要な情報取得手段として衛星リモートセンシン

グの画像データを利用する火災検知システムが，主

要国で開発されている（次章参照）．また，状況把握

には衛星のみならず航空機からの観測データも利用

されている． 

 

(4)延焼予測システム 

 森林火災のポテンシャルの算出には，可燃バイオ

マスの賦存量とその乾湿状況，落雷発生のポテンシ

ャル，気象情報（特に風向・風速）および数値地形

データ（DEM）が必要である．森林火災は，地形に沿

って移動する洪水氾濫などと異なり，可燃バイオマ

ス賦存量と地形，気象条件との相互作用によって延

焼範囲が定まる．気象条件のうち，特に，風向と風

速が重要なファクターとなる．米国農務省森林局の

森林火災研究所は，森林火災の発生と延焼を予測す

るモデルを開発している．このモデルは，メッシュ

間隔が9 mから30.5mの DEM（標高データ）を用い，

粗い間隔の風向・風速の実測値または予測値を入力

とし，100 m 以下の間隔の格子上での風向・風速を

予測している．これによって，谷底，斜面中腹，尾

根上，それぞれでの風向と風速の計算が可能となり，

きめ細かな延焼シミュレーションが可能となる． 

 

(5)放出ガス 

 1997 年から 1998 年にインドネシアで多生した森

林火災は，1997年 12月末までに264千 haを焼損し

た．このような大規模な森林火災に伴って，多量の

煙霧が国境を越え，近隣のマレーシア,シンガポール，

フィリピン南部におよび，人々の健康被害や産業活

動への影響等，国際的な問題となった． 

 放出ガスの濃度の把握では，大気中の二酸化炭素

等ガスの分布と時間変化の測定が重要である．しか

し，火災現場に直行して観測することが困難なこと

と，観測機材を現場で動かすインフラの整備が不十

分なことから，放出ガスの濃度の把握は，研究を除

いて殆ど行われていない．アジアでは，インドネシ

アで一部実施された例とシベリアで一部実施された

例があるのみである． 

 放出ガスの社会的影響の把握は，インドネシア火

災の際に一部で実施されたが，放出ガス濃度が調査

されていないことと，人口分布等社会データ GIS 等

が整備されてないことから，健康への影響と輸送機

関への影響の定量評価は十分になされていない． 

 

(6)火災が発生している地域の人口・資産・インフラ

等の情報 

 火災の検知と状況把握，延焼予測に基づいて，消

火活動・防災活動が行われる．これらの活動に必要

な道路などのインフラ情報，守るべき住民・資産，

インフラの分布位置を考慮して，対策活動の意思決

定がなされる．人口・資産・インフラがデータベー

ス化されていると，意思決定に必要な情報が，容易

かつ迅速に得られる． 

 

(7)生態系影響の把握 

 火災による焼損部の生態への影響の把握は，現地

地上調査や，航空機や衛星に搭載されたセンサ画像

を用いて定量的な解析が行われている．また，20年

にわたる植生回復の調査も一部行われている． 

 

6-5-3. 人工衛星による森林火災の監視・観測 

多くの国の森林火災の担当機関が森林火災の監視

と観測を行っている．国際災害軽減戦略（ISDR: 

International Strategy for Disaster Reduction）

の基，各国の担当機関は，監視と観測の結果をGFSC

（Global Fire Monitoring Center）に提供しており，

全世界の森林火災の現況は，GFSCの Webサイトから

入手できる．また，米国の森林火災の状況は，NIFC

（National Interagency Fire Center）の Web サイ

トから入手できる．GFSC および NIFC の現況の情報

は，地球観測衛星の光学センサ画像を用いて検出し

た森林火災のホットスポットの位置や焼損範囲を衛

星画像上に示したものが大半を占める． 

アジアにおいては，シベリアからモンゴル，中国，
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タイ，インドネシアにかけて大規模森林火災がたび

たび発生している．その被害を最小限にとどめるこ

とは，アジア太平洋地域の木材資源や森林環境の維

持・増進にとって極めて重要な課題である．また，

森林火災は，国境を越えた被害を及ぼすため，近隣

諸国での情報の共有化が必要であり，第三国機関か

らの情報として，迅速かつ信頼性の高い情報を提供

する必要がある．そのために，森林総合研究所と農

林水産技術会議筑波事務局が，日夜観測されている

人工衛星データをリアルタイム処理し，森林火災発

生箇所をいち早く検出し，被害の低減に役立てるこ

となどを目的として，「東アジア地域の森林火災を

集中観測するシステム」を開発し運用している．こ

のシステムは，タイと日本で受信されている米国の

気象観測衛星（NOAA））や夜間の光を観測する米国空

軍の DMSP （ Defense Meteorological Satellite 

Program）衛星などのデータを APAN（アジア太平洋

高度ネットワーク）の日・タイ間及び日・米間のネ

ットワークを通じてリアルタイムで受け取り，高速

演算処理して，アーカイブする農林水産衛星画像デ

ータベースシステム(SIDaB)に，森林火災を集中観測

する検知処理システムを加え，準リアルタイムで東

南アジア地域の森林火災検出を可能にした日本では

じめてのものである．この観測システムは，まず，

両衛星のデータを基本地図座標に自動的に投影変換

する．次に，NOAA衛星では夜間の熱バンドデータか

ら高温部をホットスポットとして抽出し，DMSP衛星

では，夜間の光のデータから，都市部などの光を除

き，新たな光を抽出する．両者は，夜間の火災発生

箇所を示すと考え，位置座標ファイルと画像を作成

するものである． 

 

6-5-4. 今後の地球観測項目（解決すべき今後 10 年

間の重点問題） 

(1)可燃バイオマスと森林火災ポテンシャルの評価 

 LiDAR（レーザーレーダ：LIght Detection And 

Ranging）や空間分解能の高いハイパースペクトルセ

ンサを用いて，可燃バイオマスの賦存量の測定と樹

種の同定技術を確立する必要がある．LiDAR は高精

度の DEM の作成と樹高の測定が同時に可能である．

ハイパースペクトルセンサは，樹種のみならず樹木

の活性度と可燃バイオマスの乾燥状態に関する情報

抽出が期待される．火災ポテンシャルの高い地域に

おいては，高回帰（2回/月）で観測を行うとともに，

住民等への啓蒙のために，観測結果を図化して公表

することも必要である．ハイパースペクトルセンサ

データは，高頻度に利用するため，価格も含め容易

にアクセスできることが必要である． 

 

(2)火災の検知と状況把握 

 火災の検知と状況把握を行う運用システムに地球

観測衛星の画像データが多用されている．これらの

地球観測衛星およびセンサの後継機を確保し，画像

データの供給を継続することが必要である．特に，

明確な後継計画が定まっていない Terra 衛星

MODIS(中分解能分光放射計)と ASTER(Advanced 

Spaceborne Thermal Emission and Reflection 

Radiometer)の後継機の投入が必要である．また，雲

被覆率の高い熱帯雨林では，SAR が焼損の観測に有

効であるので，C バンド SAR および L バンド SAR の

不断の継続運用が必要である． 

 

(3)延焼予測システム 

 火災ポテンシャルの計算および延焼シミュレーシ

ョンの精度向上が必要である．現地の所管事務所レ

ベルで火災ポテンシャルの計算や延焼シミュレート

を容易に行うためには，製品寿命の短い現代のコン

ピュータシステムの更新に要する経費と労力を考慮

すると，ラップトップコンピュータ程度のコンピュ

ータで動作するソフトウエアシステムが必要である．

このようなシステムで，重要な計算ファクターであ

る風向と風速のうち，山風・谷風や火災によって励

起される風を許容できる時間と精度で計算できるも

のはないが，すぐに可能となると考えられる． 

 精度の高い延焼予測システムを構築するためにメ

ッシュ間隔30ｍ以下のDEMが必要である．スペース

シャトルSRTM（Shuttle Radar Topography Mission）

で世界の森林地帯をカバーする 30ｍメッシュの DEM

が得られている．SRTM による 100ｍメッシュの DEM

は，2004年末までに公開が予定されているが，30ｍ

メッシュのDEMの早期公開が望まれる． 

 

(4)放出ガス 

 放出ガス濃度に関しては，衛星や航空機に搭載さ

れたハイパースペクトルセンサのデータを用いて，

二酸化炭素を含む一部のガス成分を広域観測するこ

とが可能となる．また，可搬型放出ガス濃度の観測

システムを，現地地上調査のスポット観測のために

開発すべきである．このシステムは，衛星や航空機

搭載システムの校正データ取得にも利用可能である． 

 放出ガス移流拡散シミュレーションモデルは，既

存の放射線物質の移流拡散モデル等の応用によって

構築可能と思われるが，可燃バイオマスの賦存量か

ら算定されるガス放出量算定が，予測精度に大きく

影響する． 

 放出ガスの濃度の把握とシミュレーション技術に

よって，ガス成分の濃度等の実時間での観測や推定

が可能となり，放出ガスの社会的影響を定量的に把

握する手法の開発が進展する．しかし，人間への影

響評価の確立が手法開発の要点になると考えられる． 

 

(5)情報伝達 

 大規模森林火災では，影響が多国に及ぶ場合はい

うまでもないが，一国内に収まる場合においても多

数の関連機関が，相互に連携・協力して対処しなけ

ればならない．機関と機関との情報伝達の混乱を避

けて効率的に行うために，数値データを含む伝達情

報のフォーマットを統一する必要がある． 
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(6)生態系への影響の把握 

 森林火災による生態系への影響把握は，焼損域の

植生分布の把握と植生回復の評価が中心となる．現

地調査およびリモートセンシング技術を利用した植

生分布の把握手法は確立している．植生回復の評価

は，長期間の観測を要するので，この間のリモート

センシングデータの継続的利用が保証されることが

重要である． 

 

6-6. 自然災害分野における地球観測のあり方（総

論） 

○ 陸域観測技術衛星（ALOS）の理想を現実に

 ALOSは，自然災害監視，地図作成，資源探査，地

域観測を 4 大目的とするミッションであり，特に，

機動的な観測体制，災害状況の即時的データ配信な

ど，衛星による自然災害監視・管理の理想的な姿を

描いている．このような理想を実現化し，それを推

進，発展させていくことが極めて重要である．我が

国ならではの最優先課題の一つとして防災課題にお

ける国際貢献を位置づけて積極的な展開を図る． 

 

○アジアを中心とする陸域災害監視ネットワークシ

ステム 

 近年アジア各国は，日本の製造業の進出，食料の

供給元等で重要度が増加している．これらの国では，

経済発展により首都を中心とする過度の人口集中や

山間部等の災害に対して比較的脆弱な地域について

も開発が進み，前述の自然災害に対する対策が以前

にも増して重要になってきている．気象や津波など

アジア，環太平洋地域への予報・現況通報システム

はあるが，陸域災害の被災状況を監視・発信するシ

ステムはなく，システムの構築によってアジア各国

の安定に貢献でき，ひいては日本の安全に帰結する． 

 

○地球規模，地域規模の観測や情報の共有の必要性 

（1）地震，火山，森林火災，農林災害，豪雨，洪水，

竜巻など陸域の災害事象は地域性，局所性が強

い．先進国では観測体制，災害対応体制が比較

的充実しているが，開発途上国では不十分であ

り，先進国による観測の支援，周辺国からの情

報提供が必要である． 

（2）地震による遠地津波，火山の噴火・噴煙，森林

火災によるヘイズ，異常気象による干害・寒波・

集中豪雨，大陸河川・国際河川の洪水，大気汚

染・酸性雨，黄砂などは，国境を越えた広域災

害であり，原因事象の発生源と災害事象の生起

場所が大きく離れていることも少なくない．こ

のような場合には，発生源の観測および情報が

災害の予知・予測さらには防災活動に極めて有

用である． 

 

○それぞれの分野で欠落している地球規模，地域規

模の観測や情報，対象地域 

（1）高空間分解能データ．災害事象は局所的なもの

から広域的なものまであるが，被害を受けるの

は人間であり，人間のスケール（1m～数m）の空

間分解能が必要である．人間の居住域である都

市域や河川の空間的広がり，地形や波の高さの

精度においても 1 m オーダーの精度が必要であ

る． 

（2）高時間分解能（高頻度観測）データ．災害事象

により人命や資産の甚大な被害の可能性がある

ので，その監視・予測・対応は一刻を争う．一

衛星による多重トラック連続観測（アングル可

変であることが必要），多衛星による補完的連続

観測． 

（3）観測データのユーザへの即時配信も必須． 

（4）夜間，荒天時でも観測できること（マイクロ波

観測）．災害は時と場所を選ばない．（ただし，

地震が起こらない地域，人が住んでいない地域

などもある．） 

 

○地球規模，地域規模の観測や情報の共有によって，

今までにないどんな社会的利益が生まれるか． 

（1）広域災害事象に対する予知・予測の精度向上，

対応策の準備の早期化，ひいては自然災害の大

幅な減少． 

（2）国際連帯による防災戦略の構築．災害安全保障． 

 

○途上国の能力開発 

 途上国の能力開発，人材育成は重要であり，貢献

できる項目として，たとえば，以下のようなものが

挙げられよう． 

（1）災害事象の観測・監視・予測の技術移転． 

（2）地域を限定した応用プロダクトとしてのハザー

ドマップの作成技術の移転． 

（3）災害状況把握・災害対応・危機管理のためのリ

アルタイム情報伝達，予警報技術の移転． 

（4）極端事象の時空間生起頻度，災害危険度のグロ

ーバルマッピング技術の移転． 
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6-7. 課題分析表 

（「観測ニーズ」及び「重点化の必要性」の高いものは◎で示す） 

分類 
観測 

ニーズ 
現状 

ギャップ 

（問題・課題）

具体的な 

取り組み 

重点化

の必要

性 

重点化の視点 

（留意事項） 

異常気象現

象の探知 

◎気象・海象

の定常監視

による極端

事象の即時

的時系列ﾃﾞｰ

ﾀ 

◎台風（ｻｲｸﾛ

ﾝ,ﾊﾘｹｰﾝ）の

発生と移動

の即時的ﾃﾞｰ

ﾀ 

○WMOの全球観測ｼｽﾃ

ﾑ(GOS)○地上気象観

測網,高層気象観測網

を日本全域に展開 

○気温,降水量等の気

象要素について,地上

における観測を全国

約1300カ所（このう

ち,降水量以外は,気

温・風向風速・日照時

間840地点,積雪210

地点,気圧・相対湿度

160地点）で実施 

○静止気象衛星,極軌

道気象衛星,TRMMな

どの地球観測衛星に

よる雲・降水観測を実

施 

○東ｱｼﾞｱ,東南ｱｼﾞｱの

一部で気象ﾚｰﾀﾞによ

る観測を実施 

○赤道西部太平洋と

一部ｲﾝﾄﾞ洋でのTAO/ 

TRITON観測網実施 

○航空機自動観測ﾃﾞｰ

ﾀの試験的な交換およ

び利用を開始 

○ESCAP台風委員会

などの国際協力 

○静止気象衛星ひ

まわり後継の運輸

多目的衛星が打ち

上げられていない

○ｱｼﾞｱ,東南ｱｼﾞｱ

域には極軌道気象

衛星ﾘｱﾙﾀｲﾑﾃﾞｰﾀの

交換網がない 

○TRMM衛星の運用

が終了し,詳細な

全球降水観測が中

断する 

○日本の気象ﾚｰﾀﾞ

はﾄﾞｯﾌﾟﾗｰﾚｰﾀﾞ化

されていない 

○GPS衛星を用い

た水蒸気稠密観測

ﾃﾞｰﾀの交換および

利用が進んでいな

い 

○航空機自動観測

ﾃﾞｰﾀの交換および

利用が不十分 

○包括的な観測ﾃﾞ

ｰﾀｾﾝﾀｰがない 

○運輸多目的衛星による日

本・東ｱｼﾞｱ・西太平洋域を

中心とする気象衛星観測の

実施 

○極軌道気象衛星ﾘｱﾙﾀｲﾑﾃﾞ

ｰﾀの国際交換実施 

○東ｱｼﾞｱ・北半球西太平洋

諸国の地上・海上観測ﾈｯﾄﾜｰ

ｸの充実 

○ｱｼﾞｱ・ｵｰｽﾄﾗﾘｱﾓﾝｽｰﾝ全域

での観測協力・連携体制の

構築 

○CEOPなどの経験,蓄積を

生かしたﾃﾞｰﾀの共通化,共

有化 

○TRMM後継機（GPMなど）

の早期実現 

○ｱｼﾞｱ地域ﾚｰﾀﾞ拠点観測と

既存ﾚｰﾀﾞﾃﾞｰﾀの国際交換お

よび有効利用と日本の気象

ﾚｰﾀﾞのﾄﾞｯﾌﾟﾗｰﾚｰﾀﾞ化 

○GPS水蒸気稠密観測ﾃﾞｰﾀ

の国際交換および有効利用

○航空機自動観測ﾃﾞｰﾀの交

換および利用を促進 

○ｱｼﾞｱ地域気候・水循環観

測ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの設立 

○気象予測ﾓﾃﾞﾙとﾃﾞｰﾀ同化

ｼｽﾃﾑの高度化 

◎ 

○WMO/WCRP/UNESCO 

-IHPなどの国際ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑによる研究観測のﾘｰ

ﾄﾞ体制が重要 

○IGOS水循環ﾃｰﾏと連

動 

○各国の現業・研究機

関および大学との連

携・協力体制の構築 

○発展途上国での観測

および研究体制構築の

ための能力開発が不可

欠 

○東ｱｼﾞｱ,東南ｱｼﾞｱ地

域との連携強 

○観測ﾃﾞｰﾀの共有と公

開を促進するﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑ

の共有化が不可欠 

○衛星観測と地上（海

上）観測の一体化体制

○静止軌道上からの災

害の「ﾎｯﾄｽﾎﾟｯﾄ」の連

続動画観測衛星 

異常気象現

象の探知 

○竜巻の発

生に関わる

ﾃﾞｰﾀ強風観

測ﾃﾞｰﾀ 

○米国などではﾚｰﾀﾞ

観測網 

○Tornado Watch など

の早期発見ｼｽﾃﾑ 

○現象が速く局所

的 

○竜巻常襲地域における観

測,予警報体制の強化 
△ ○竜巻発生監視ｼｽﾃﾑ 

風水害の被

災状況把握 

◎ﾘｱﾙﾀｲﾑ雨

量ﾃﾞｰﾀ 

◎ﾘｱﾙﾀｲﾑ河

川水位・洪水

流量ﾃﾞｰﾀ 

○WMOの世界水循環

観測ｼｽﾃﾑ（WHYCOS） 

○全球流出ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ

（GRDC）の河川水位流

量ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

○河川水位,流量の観

測は,日本国内１級水

系109河川において

はﾘｱﾙﾀｲﾑでのﾚﾃﾍﾟｰﾒｰ

ﾀ観測がなされている

が,観測地点は必ずし

も多くない2級水系

での観測は進んでい

ない 

○東南ｱｼﾞｱ諸国での

観測は,非常に少ない 

○衛星ﾃﾞｰﾀの河川流

量への翻訳ｼｽﾃﾑ開発

が進んでいない 

○国際的ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

のﾘｱﾙﾀｲﾑでの更新

は不可能である 

○地上観測網が密

な地域（国）と疎

な地域（国）があ

る 

○衛星から豪雨洪

水時の河川の状況

を観測・監視する

のに十分な空間分

解能,時間分解能

がない 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管

理指標,河川流量

への翻訳ｼｽﾃﾑが確

立されていない 

○河川水位,流量に関する

地上観測の推進 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管理指標へ

の翻訳ｼｽﾃﾑの確立に向け

た,技術開発の推進 

○既往の水管理ｼｽﾃﾑ,流出ﾓ

ﾃﾞﾙとの結合 

○国際洪水ﾈｯﾄﾜｰｸ（IFNet）

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌﾗｯﾄﾞｱﾗｰﾄｼｽﾃﾑ

（GFAS） 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

の早期運用 

◎ 

○WMO/ﾕﾈｽｺ IHPなどの

国際ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる研

究観測のﾘｰﾄﾞ体制が重

要 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管理指

標への翻訳ｼｽﾃﾑの確立

に向けた,技術開発の

推進 

○既往の水管理ｼｼﾃﾑ流

出ﾓﾃﾞﾙとの結合 

○静止軌道上からの災

害の「ﾎｯﾄｽﾎﾟｯﾄ」の連

続動画観測衛星 

○IGOS水循環ﾃｰﾏと連

動 
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風水害の被

災状況把握 

土砂災害／

斜面災害に

関するﾃﾞｰﾀ 

○河床変動,貯水池堆

砂はそれぞれの場所

で把握 

○GPSによる地表面

変化のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 

○地中ｾﾝｻによる地す

べりﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 

○雨量土壌指数など

土砂災害発生に関す

る指標が実用化され

つつある 

○複雑地形の山腹

斜面で生起する現

象 

○土壌,地質ﾃﾞｰﾀ

が不十分 

○植生との関係,

植生によって地表

土層の状態が不明

○国際土砂イニシャティブ

（ﾕﾈｽｺ IHP） 

○国際学会による土砂関係

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

○国際斜面災害研究機構

（ICL） 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

の早期運用 

○ 

○IGOS Geohazards ﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑの一環 

○WMO/ﾕﾈｽｺ IHPや国際

学会などの国際ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑによる研究観測のﾘｰ

ﾄﾞ体制が重要 

○世界各地で土砂・地

すべり災害,貯水池堆

砂は深刻な問題 

○静止軌道上からの災

害の「ﾎｯﾄｽﾎﾟｯﾄ」の連

続動画観測衛星 

風水害の被

災状況把握 

◎海岸・沿海

災害,海岸侵

食に関する

ﾃﾞｰﾀ 

○台風による高潮・高

波,地震による津波な

どについては,全国

87カ所（沿岸波浪11

地点,潮位77地点）に

おいて沿岸防災気象

観測を行っている 

○沿岸の潮位,波高の

観測は,国内の主要な

港湾でなされている

のみ東南ｱｼﾞｱ諸国で

の観測は,非常に少な

い 

○衛星ﾃﾞｰﾀの海域の

潮位,波高ﾃﾞｰﾀへの翻

訳ｼｽﾃﾑ開発が進んで

いない 

○低平地の標高ﾃﾞ

ｰﾀの精度が不十分

○海岸地形の変遷

○沿岸の潮位,波高の観測

に関する地上観測の推進 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管理指標へ

の翻訳ｼｽﾃﾑの確立に向け

た,技術開発の推進 

○既往の水管理ｼｽﾃﾑ,波浪

予測,潮位予測ﾓﾃﾞﾙとの結

合 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

の早期運用 

○ 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管理指

標への翻訳ｼｽﾃﾑの確立

に向けた,技術開発の

推進 

○既往の水管理ｼｽﾃﾑ,

波浪予測,潮位予測ﾓﾃﾞ

ﾙとの結合 

○IGOS海洋ﾃｰﾏと連動

風水害の被

災状況把握 

◎水域環境

災害,水質保

全,生態系保

存,生物多様

性に関する

ﾃﾞｰﾀ 

○河川湖沼水質,流量

の観測は,国内におい

てはある程度の定期

観測がなされている

が東南ｱｼﾞｱ諸国での

観測は,非常に少ない 

○衛星ﾃﾞｰﾀの河川湖

沼水質への翻訳ｼｽﾃﾑ

開発が進んでいない 

○進行の速い現

象,遅い現象があ

り,季節性もある

○生物生態 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管

理指標,河川湖沼

水質への翻訳ｼｽﾃﾑ

が確立されていな

い 

○河川湖沼水質に関する地

上観測の推進 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管理指標へ

の翻訳ｼｽﾃﾑの確立に向け

た,技術開発の推進 

○既往の水管理ｼｽﾃﾑ,水質

予測ﾓﾃﾞﾙとの結合 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

の早期運用 

○ 

○世界各地の湖沼や海

岸域の水質悪化,環境

破壊 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管理指

標への翻訳ｼｽﾃﾑの確立

に向けた,技術開発の

推進 

○既往の水管理ｼｽﾃﾑ,

水質予測ﾓﾃﾞﾙとの結合

○IGOS水循環ﾃｰﾏと連

動 

○UNEP,ILEC（国際湖沼

環境委員会）などと連

携 

○IGBP等との連携 

風水害の予

測と被害防

止・軽減策 

◎洪水・土石

流・土砂流

出・土砂生産

の予測,水起

因の地すべ

りの監視と

予測に関す

る各種ﾃﾞｰﾀ 

○ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな地形情報

がディジタル化され

ているので広域的なﾓ

ﾃﾞﾘﾝｸﾞに利用可能 

○素過程のﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞは

かなり高度化してい

る 

○先進国では予報ｼｽﾃ

ﾑが整備されている 

○衛星観測,気

象・水象観測と既

往の水管理ｼｽﾃﾑ,

流出ﾓﾃﾞﾙとの結合

が不十分 

○ﾓﾃﾞﾙ間の連結に

おけるスケールの

違い 

○山腹斜面や小さ

い流域に必要な詳

細な地形情報がデ

ィジタル化されて

いない 

○予測精度が十分

でない 

○途上国において

○ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ技術の開発 

○予警報・防災情報伝達ｼｽﾃ

ﾑの開発 

○ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成 

○既往の水管理ｼｽﾃﾑ,流出ﾓ

ﾃﾞﾙとの結合 

○国際洪水ﾈｯﾄﾜｰｸ（IFNet）

のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌﾗｯﾄﾞｱﾗｰﾄｼｽﾃﾑ

（GFAS） 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

の早期運用 

○ 

○世界で頻発する気象

災害・洪水災害 

○WMO/WCRP/ 

UNESCO-IHPなどの国際

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる研究観

測のﾘｰﾄﾞする体制が重

要 

○IGOS水循環ﾃｰﾏと連

動 

○各国の現業・研究機

関および大学との連

携・協力体制の構築 

○発展途上国での観測

および研究体制構築の

ための能力開発が不可

欠 
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予報ｼｽﾃﾑが確立し

ていない 

○東ｱｼﾞｱ,東南ｱｼﾞｱ地

域との連携強化 

○観測ﾃﾞｰﾀの共有と公

開を促進するﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑ

の共有化が不可欠 

○衛星観測と地上（海

上）観測の一体化体制

○国連防災世界会議

（2005年 1月,神戸）

風水害の予

測と被害防

止・軽減策 

○雪崩・融雪

出水に関わ

る積雪・気

温・日射など

の空間分布

と時間変化 

○雪氷圏における我

が国の研究者による

長年の主導的な取り

組み 

○複雑地形での積

雪評価 

○衛星観測の地上検証地点

として降雪,積雪,融雪,氷

河のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ観測 

△ 
○IGOS水循環ﾃｰﾏと連

携 

地殻変動・

地震活動の

把握（地震

の実時間監

視） 

○地殻変動

観測ﾈｯﾄﾜｰｸ 

○地震観測ﾈ

ｯﾄﾜｰｸ 

○地形変化

観測津波観

測ﾈｯﾄﾜｰｸ 

（重要度）◎ 

○GPSを利用した観

測網GEONETによる地

震および火山活動に

関する常時観測（国土

地理院） 

○IRISによる地震観

測網（全世界）と解析

結果の公開 

○東南ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ（日

本,韓国,ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ,ｵｰｽ

ﾄﾗﾘｱ,ﾌｲｼﾞｰ,ﾄﾝｶﾞ）国

際地震観測網

(International 

Seismic Network) 

○地震の震源要素の

決定のため全国約

180カ所,震度観測を

全国約600カ所で実

施（気象庁） 

○強震観測網

（K-NET）,高感度地震

観測網（Hi-net）,基

盤強震観測網

（Kik-net）,関東・東

海観測網,ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

(JISNET)・太平洋域 

(SPANET)広帯域地震

観測網（防災科技研） 

○国際連携観測網

が不十分 

○大学・研究機関等の

高感度地震観測網約

１千カ所の地震ﾃﾞｰﾀ

の準ﾘｱﾙﾀｲﾑ統合処理

による地震活動把握

（気象庁） 

○太平洋津波組織に

よる津波情報交換と

国際津波情報ｾﾝﾀｰに

よる監視・情報発表 

○北西太平洋域での

地震に伴う津波情報

を沿岸各国へ提供（気

象庁計画） 

○衛星による実時

間監視の精度は不

明 

○実時間供用に耐

える観測ﾃﾞｰﾀ解析

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑが必要 

○地表面温度の変

化と地震予知の関

係を示す研究はあ

るが精度は不明 

○海域における観

測点の不足 

○観測空白域のない均一な

定常的・長期的観測網の構

築 

○合成開口ﾚｰﾀﾞ（SAR）を用

いたｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾒﾄﾘ技術の応用

○衛星ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞと GPSな

どの統合利用による実時間

監視ｼｽﾃﾑの構築 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

による災害監視,地形変化

把握 

○我が国（JICA）ﾌｲﾘｯﾋﾟﾝと

の間で地震・火山観測網整

備計画 

○我が国（防災科研）とｲﾝﾄﾞ

ﾈｼｱで地震観測網の整備計

画 

○我が国（防災科研）と韓

国との地震観測ﾃﾞｰﾀの流通

計画 

○ 統合地球観測戦略

（IGOS）の地質学・地球科

学的災害ﾃｰﾏ 

○ｱｼﾞｱ太平洋域国際地震・

火山観測網

(DAPHNE-project)を計画

（防災科研など） 

○世界的ﾃﾞｰﾀ交換・共有体

制の構築 

◎ 

○実時間監視ｼｽﾃﾑ 

○地震動予測 

○被害の防止・軽減 

○衛星監視と地上監視

の融合 

○我が国の国際貢献 
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地震被災状

況の把握 

被災情報の

把握と救援

活動 

（重要度）◎ 

○従来の衛星ｾﾝｻでは

空間分解能が低く,状

況把握が困難な場合

が多い 

○高分解能,高頻

度の観測を以下に

実施するか 

○高分解能ｾﾝｻによる詳細

な状況把握 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

による災害監視 

○ 

○被災状況把握の精度

向上 

○国境を越えた監視ｼｽ

ﾃﾑ（地震国日本の国際

貢献） 

○復興支援 

○航空機・ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰなど

による現地被災状況把

握と衛星観測の連携 

地震予知

（地震によ

る被害の防

止・軽減） 

発生ﾒｶﾆｽﾞﾑ

の解明と集

中観測網 

（重要度）◎ 

○東海地域における

地震・地殻変動観測ﾃﾞ

ｰﾀの気象庁へのｵﾝﾗｲﾝ

集中と24時間監視 

○活断層や地殻活

動の挙動把握がﾘﾓ

ｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞでは困難

○地表面温度の変

化と地震予知の関

係を示す研究はあ

るが精度は不明 

○発生機構解明の

ために必要な地

震・地殻変動・地

球電磁気等観測点

の絶対数の不足 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

による災害監視,地域観測

○将来的発生域における集

中的観測 

○ 
○観測・実験・理論研

究の連携推進 

火山活動の

実時間監視 

火山観測（震

動,地殻）の

常時監視網

と警報の発

出 

（重要度）◎ 

○活動の活発な25火

山において,地震,地

殻変動等の観測（気象

庁） 

○火山活動の監視お

よび観測ﾃﾞｰﾀや処理

結果をもとに火山情

報の作成・提供 

○GPSを利用した観

測網GEONETによる地

震および火山活動に

関する常時観測（国土

地理院） 

○火山が活動中の

場合,近寄れない

ので基本的に衛星

による監視が必要

○衛星による実時

間監視の精度は不

明 

○噴火口が視認で

きない場合の状況

把握 

○衛星ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞと火山現

地における各種ｾﾝｻやGPSの

統合利用による実時間監視

ｼｽﾃﾑの構築 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

による災害監視,地形変化

把握 

○合成開口ﾚｰﾀﾞ（SAR）を用

いたｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾒﾄﾘ技術の応用

○我が国（JICA）とﾌｲﾘｯﾋﾟﾝ,

ｴｸｱﾄﾞﾘとの間で地震・火山

観測網整備計画 

◎ 

○実時間監視ｼｽﾃﾑ 

○火山噴火予知 

○被害の防止・軽減 

○衛星監視と地上監視

の融合 

火山噴火に

よる大気状

況の把握 

大気中の火

山灰観測 

（重要度）◎ 

○国際ﾈｯﾄﾜｰｸとして

火山灰情報ｾﾝﾀｰ

（VAAC）が,全世界に

9カ所あり,航空機の

航路上に浮遊する火

山灰の監視 

○大気環境,地球

環境への影響評価

○航空機の航路の

安全確保 

○VAACによる大気中火山灰

の監視と情報共有 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

による災害監視 

◎ 

○大気化学,地球環境

的視点 

○地球環境的観点およ

び社会経済的な影響の

評価 

○国境を越えた監視ｼｽ

ﾃﾑ 

○測定器の民間航空

機・自動操作小型飛行

機への搭載 

噴火予知 

（火山噴火

による被害

の防止・軽

減） 

ﾒｶﾆｽﾞﾑ解明

のための観

測（重要度）

◎ 

○防災科学技術研究

所においては,火山噴

火予知研究のため,硫

黄島,伊豆大島,富士

山,三宅島,那須山に

おいて地震,地殻活動

等の観測 

○火山ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの

作成 

○火山活動度に応じ

た機動的な観測網の

維持・強化 

○噴煙の方向と到

達範囲（風向・風

速に依存）の予測

が困難 

○噴火の推移の予

測が困難 

○火砕流・溶岩流の流動予

測ｼｽﾃﾑの研究 

○陸域観測技術衛星（ALOS）

による災害監視,地域観測

○合成開口ﾚｰﾀﾞ（SAR）を用

いたｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾒﾄﾘ技術の応用

○ 

○火砕流・溶岩流など

の流体力学,災害科学

の進展 

○火山噴火影響範囲に

おける人口分布等社会

ﾃﾞｰﾀ GIS等の整備が不

可欠 
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火山噴火に

よる被害か

らの回復の

把握 

火山噴火被

害地の回復

の評価（重要

度）△ 

  
○衛星による被災地の回復

の長期監視 
△ 

○通常の衛星による地

域観測ｼｽﾃﾑとの融合 

○焼失材積量等の経済

的評価も重要 

火災の実時

間監視と延

焼予測 

火災地域の

場所,面積の

実時間把握

と警報の発

出（重要度）

◎ 

○基本的には国単位

○一部,衛星ﾃﾞｰﾀによ

る実時間監視 

○一部,火災ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙﾏ

ｯﾌﾟの作成 

○一部,気象ﾃﾞｰﾀ,可

燃ﾊﾞｲｵﾏｯﾌﾟと DEMを

用いた延焼予測ﾓﾃﾞﾙ

を利用 

○ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで衛星ﾃﾞｰﾀ

を利用した監視を日

本が指導的に実施 

○遠隔地が多く,

基本的に衛星によ

る監視が必要 

○実時間監視（観

測時間間隔,観測

ﾃﾞｰﾀの解析結果の

現地対策機関への

配信）は不十分 

○途上国では,監

視ｼｽﾃﾑが不十分

で,世界的には空

白域が多い 

○衛星ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞによる実

時間監視ｼｽﾃﾑの構築 

○火災ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙﾏｯﾌﾟの作成

○延焼予測ｼｽﾃﾑの構築 

◎ 

○衛星監視と地上監視

の融合 

○実時間監視・延焼予

測ｼｽﾃﾑ 

○道路網,消火用水源

の位置等のGISﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ

ｽ 

○社会経済的な影響の

評価 

○以上４項目を統合し

た発災時対策意思決定

ﾓﾃﾞﾙ 

○消火ｼｽﾃﾑとの連携 

○国境を越えた監視ｼｽ

ﾃﾑ 

放出ガス濃

度の把握 

大気中の二

酸化炭素等

ガスの分布

と時間変化

（重要度）○ ○ｼﾍﾞﾘｱで一部実施 

○研究を除いて殆ど

行われていない 

○ｱｼﾞｱではｲﾝﾄﾞﾈｼｱで

一部実施 

○火災現場に直行

して観測すること

が困難 

○観測機材を現場

で動かすｲﾝﾌﾗが不

十分 

○可搬型観測ｼｽﾃﾑの開発 

○長期的にはGOSAT-MarkⅡ

の開発によるガス濃度監視

○放出ガス移流拡散ｼﾐｭﾚｰｼ

ｮﾝﾓﾃﾞﾙの構築 

○ 

○民間協力・民間活力

の活用 

○観測機器の電力・消

耗品の最小化 

○二酸化炭素・ﾒﾀﾝの連

続測定器の民間航空

機・自動操作小型飛行

機への搭載 

放出ガスの

社会的影響

の把握 

健康影響の

実時間予測

（重要度） 

○ 

陸上・海上・

航空輸送機

関への影響

の実時間予

測 

（重要度）○ 

○ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ火災の際に

一部で実施 

○ｶﾞｽ成分の濃度

等を実時間で観測

することが困難 

○人間への影響評

価が確立していな

い 

○ｶﾞｽによる視程

低下を定量的に見

積もる方法が確立

していない 

○大規模森林火災の健康影

響評価ｼｽﾃﾑの確立○放出ガ

ス移流拡散ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙの

構築 

○ 
○人口分布等社会ﾃﾞｰﾀ

GIS等の整備が不可欠

生態系影響

の把握 

火災地の植

生分布把握

と植生回復

の評価 

（重要度）○ 

○ｼﾍﾞﾘｱで 20年間の

火災跡地の回復評価

（衛星） 

○ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで現地観測 

○生態系影響のﾃﾞ

ｰﾀ蓄積が不十分 

○衛星による植生回復の長

期監視 

○生態系ﾓﾃﾞﾙによる評価ｼｽ

ﾃﾑの構築 

 

○通常の衛星による植

生観測ｼｽﾃﾑとの融合 

○焼失材積量等の経済

的評価も重要 

可燃ﾊﾞｲｵﾏｽ

の把握 

森林火災ﾎﾟﾃ

ﾝｼｬﾙ評価と

延焼予測に

必用不可欠,

また,消失に

よるCO2の放

出量の評価

（重要度）○ 

○一部,局地的な可燃

ﾊﾞｲｵﾏｽﾏｯﾌﾟの作成例

はあるが,ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな

マップは未構築 

○樹種の特定・活

性度・立体的構造

および水分含有量

の評価のために必

用な高空間画像ﾃﾞ

ｰﾀによる高頻度観

測が難しい 

○分解能(5-30m)ﾏﾙﾁﾊﾞﾝﾄﾞ

衛星による高回帰（2回/月

の組織的な解析処理 

○ 

○高空間分解能ﾏﾙﾁﾊﾞﾝ

ﾄﾞ衛星画像への容易な

ｱｸｾｽ 

森林火災ﾎﾟ

ﾃﾝｼｬﾙの評

価 

火災警報の

発令（重要

度） 

ｵｰｽﾄﾗﾘｱで FFF ｼｽﾃﾑを

構築 

○火災の要因が人

為も含め多岐に渡

るため難しい 

○気象ﾓﾃﾞﾙと生態系ﾓﾃﾞﾙの

結合による予報ﾓﾃﾞﾙの構築
△ ○ﾓﾃﾞﾙと観測の結合 

 


